
法    律 施  行  令 施 行 規 則 

（二以上の事業者による産業廃棄物の処理に

係る特例） 

第十二条の七 二以上の事業者がそれらの産

業廃棄物の収集、運搬又は処分を一体とし

て実施しようとする場合には、当該二以上

の事業者は、共同して、環境省令で定める

ところにより、次の各号のいずれにも適合

していることについて、当該産業廃棄物の

収集、運搬又は処分を行おうとする区域

（運搬のみを行う場合にあってはては、産

業廃棄物の積卸しを行う区域に限る。）を

管轄する都道府県知事の認定を受けるこ

とができる。 

 一 当該二以上の事業者のいずれか一の事

業者が当該二以上の事業者のうち他の

全ての事業者の発行済株式の総数を保

有していることその他の当該二以上の

事業者が一体的な経営を行うものとし

て環境省令で定める基準に適合するこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 二 当該二以上の事業者のうち、それらの

産業廃棄物の収集、運搬又は処分を行う

者が、産業廃棄物の適正な収集、運搬又

は処分を行うことができる事業者とし

て環境省令で定める基準に適合するこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（二以上の事業者の一体的な経営の基準） 

第八条の三十八の二 法第十二条の七第一項

第一号の環境省令で定める基準は、同項に

規定する二以上の事業者のいずれか一の

事業者が、当該二以上の事業者のうち他の

全ての事業者について、次のいずれかに該

当することとする。 

 一 当該二以上の事業者のうち他の事業者

の発行済株式の総数、出資口数の総数又

は出資価額の総額を保有していること。 

 二 次のいずれにも該当すること。 

  イ 当該二以上の事業者のうち他の事業

者の発行済株式の総数、出資口数の総

数又は出資価額の総額の三分の二以

上に相当する数又は額の株式（株主総

会において決議をすることができる

事項の全部につき議決権を行使する

ことができない株式を除く。）又は出

資を保有していること。 

  ロ その役員（第二条第七号に規定する

役員をいう。）又は職員を当該二以上

の事業者のうち他の事業者の業務を

執行する役員（これに準ずる者を含

む。第八条の三十八の五第二項第四号

及び第四項第五号において同じ。）と

して派遣していること。 

  ハ 当該二以上の事業者のうち他の事業

者は、かつて同一の事業者であって、

一体的に廃棄物を適正に処理してい

たこと。 

 

（収集、運搬、処分等を行う事業者の基準） 

第八条の三十八の三 法第十二条の七第一項

第二号の環境省令で定める基準は、次に掲

げるとおりとする。 

 一 当該申請に係る産業廃棄物の収集、運

搬又は処分（再生を含む。以下この条か

ら第八条の三十八の十一までにおいて



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同じ。）に関する計画において当該産業

廃棄物の収集、運搬又は処分を行うこと

とされた者であること。 

 二 当該申請に係る産業廃棄物の収集、運

搬又は処分を統括して管理する体制の

下で、当該産業廃棄物の収集、運搬又は

処分を行う者であること。 

 三 当該申請に係る産業廃棄物の収集、運

搬又は処分以外の産業廃棄物の処理を

行う場合にあっては、当該産業廃棄物と

区分して処理するために必要な措置を

講ずることができる者であること。 

 四 当該申請に係る産業廃棄物の収集、運

搬又は処分を当該二以上の事業者以外

の者に委託する場合にあっては、当該二

以上の事業者のうち他の事業者と共同

して、受託者と委託契約を締結するとと

もに当該受託者に対し管理票を交付す

る者であること。 

 五 当該申請に係る産業廃棄物の収集、運

搬又は処分を的確に行うに足りる知識

及び技能を有すること。 

 六 当該申請に係る産業廃棄物の収集、運

搬又は処分を的確に、かつ、継続して行

うに足りる経理的基礎を有すること。 

 七 法第十四条第五項第二号イからニまで

及びヘのいずれにも該当しないこと。 

 八 不利益処分を受け、その不利益処分の

あつた日から五年を経過しない者に該

当しないこと。 

 九 次に掲げる基準に適合する施設を有す

ること。 

  イ 当該申請に係る産業廃棄物の収集又

は運搬を行う場合における当該収集

又は運搬の用に供する施設について

は、次によること。 

   (1) 当該産業廃棄物が飛散し、及び流

出し、並びに悪臭が漏れるおそれの

ない運搬車、運搬船、運搬容器その

他の運搬施設を有すること。 

   (2) 積替施設を有する場合には、産業

廃棄物が飛散し、流出し、及び地下

に浸透し、並びに悪臭が発散しない

ように必要な措置を講じた施設で

あること。 

  ロ 当該申請に係る産業廃棄物の処分を

行う場合における当該処分の用に供

する施設については、次によること。 

   (1) 当該産業廃棄物の種類に応じ、そ

の処分に適する処理施設を有する

こと。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 前項の認定を受けようとする者は、共同

して、環境省令で定めるところにより、次

に掲げる事項を記載した申請書を都道府県

知事（同項に規定する都道府県知事をいう。

以下この条において同じ。）に提出しなけれ

ばならない。 

 一 当該二以上の事業者の名称及び住所並

びに代表者の氏名 

 二 当該二以上の事業者全てについての議

決権保有割合（一の事業者が保有する他

の事業者の議決権の数を当該他の事業

者の総株主の議決権の数で除して得た

割合をいう。）に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 三 当該二以上の事業者に係る産業廃棄物

の収集、運搬又は処分の実施体制に関す

る事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   (2) 産業廃棄物処理施設にあっては、

法第十五条第一項の許可（法第十五

条の二の六第一項の許可を受けた

場合にあっては、同項の許可）を受

けたものであること。 

   (3) 保管施設を有する場合には、産業

廃棄物が飛散し、流出し、及び地下

に浸透し、並びに悪臭が発散しない

ように必要な措置を講じた施設で

あること。 

 十 その他環境大臣が定める基準に適合し

ていること。 

 

（一体的処理の認定の申請） 

第八条の三十八の四 法第十二条の七第一項

の認定の申請は、当該二以上の事業者が、

共同して、様式第五号の二による申請書を

当該申請に係る産業廃棄物の積卸し及び

処分を行おうとする区域を管轄する都道

府県知事に提出して行うものとする。 

 

（一体的処理の認定の申請に係る書類） 

第八条の三十八の五 法第十二条の七第二項

の申請書（以下この条において「申請書」

という。）に同項第二号の議決権保有割合

に関する事項として記載すべきものは、次

のとおりとする。 

 一 第八条の三十八の二に規定する当該二

以上の事業者のいずれか一の事業者が

保有する当該二以上の事業者のうち他

の全ての事業者の議決権保有割合 

 二 第八条の三十八の二に規定する当該二

以上の事業者のいずれか一の事業者の

発行済株式総数の百分の五以上の株式

を有する株主又は出資口数若しくは出

資の額の百分の五以上の口数若しくは

額に相当する出資をしている者がある

ときは、これらの者の氏名又は名称、住

所及び当該株主の有する株式の数又は

当該出資をしている者のなした出資の

口数若しくは金額 

２ 申請書に法第十二条の七第二項第三号の

実施体制に関する事項として記載すべき

ものは、次のとおりとする。 

 一 当該申請に係る産業廃棄物の収集、運

搬又は処分を統括して管理する事業者

の名称 

 二 当該申請に係る産業廃棄物の収集、運

搬又は処分を行う事業者の名称 

 三 当該申請に係る産業廃棄物の収集、運

搬又は処分の用に供する施設（積替え又



 

 

 

 

 

 

 

 

 四 その他環境省令で定める事項 

３ 都道府県知事は、第一項の認定を受けよ

うとする者が同項各号のいずれにも適合し

ていると認めるときは、同項の認定をする

ものとする。 

４ 第一項の認定を受けた者のうちいずれか

一の事業者の事業活動に伴って生ずる産業

廃棄物についての第十一条第一項、第十二

条第一項から第八項まで、同条第十三項に

おいて読み替えて準用する第七条第十五項

及び第十二条第十三項において準用する第

七条第十六項、第十二条の二第一項から第

八項まで、同条第十四項において読み替え

て準用する第七条第十五項及び第十二条の

二第十四項において準用する第七条第十六

項、第十二条の三第一項から第八項まで、

第十二条の五第一項から第七項まで、第十

項及び第十一項、前条、第十四条第一項た

だし書、第六項ただし書及び第十六項ただ

し書並びに第十四条の四第一項ただし書、

第六項ただし書及び第十六項ただし書の規

定（これらの規定に係る罰則を含む。）の適

用については、当該認定を受けた者のうち

他の事業者もまたその事業活動に伴い当該

産業廃棄物を生じた事業者とみなす。 

５ 第一項の認定を受けた者のうちいずれか

一の事業者の事業活動に伴って生ずる産業

廃棄物についての第十八条第一項、第十九

条第一項、第十九条の三（第一号及び第三

号を除く。）、第十九条の五第一項、第十九

条の六第一項及び第十九条の八の規定（こ

れらの規定に係る罰則を含む。）の適用につ

いては、当該認定を受けた者を一の事業者

とみなす。 

６ 第一項の認定を受けた者のうちいずれか

一の事業者に関する次の各号に掲げる規定

の適用については、当該認定を受けた者の

うち他の事業者についても、当該各号に定

める者とみなす。 

 一 第七条第五項第四号及び第十項第四号

（これらの規定を第七条の二第二項に

おいて準用する場合を含む。）、第八条の

二第一項第四号（第九条第二項並びに第

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

は保管の場所を含む。） 

 四 第八条の三十八の二第二号に該当する

場合にあっては、同条に規定する当該二

以上の事業者のいずれか一の事業者が

その役員）第二条第七号に規定する役員

をいう。）又は職員を当該二以上の事業

者のうち他の事業者の業務を執行する

役員として派遣している状況 

３ 法第十二条の七第二項第四号の環境省令

で定める事項は、次のとおりとする。 

 一 当該申請に係る収集、運搬又は処分を

行う産業廃棄物の種類（当該産業廃棄物

に石綿含有産業廃棄物、水銀使用製品産

業廃棄物又は水銀含有ばいじん等が含

まれる場合は、その旨を含む。） 

 二 当該申請に係る収集、運搬又は処分の

範囲 

 三 当該申請に係る産業廃棄物の収集、運

搬又は処分を行う区域 

４ 申請書には、次に掲げる書類及び図面を

添付するものとする。 

 一 次に掲げる事項を記載した事業計画 

  イ 第二項第二号に掲げる者が行う当該

申請に係る産業廃棄物の収集、運搬又

は処分の内容 

  ロ 当該申請に係る産業廃棄物について

最終処分が終了するまでの一連の処

理の行程 

  ハ 当該申請に係る産業廃棄物の処分に

伴い生ずる廃棄物（再生品を除く。）

の種類、性状及び処理方法 

  ニ 収集又は運搬を行う場合にあって

は、当該収集又は運搬の用に供する施

設の種類及び数量 

  ホ 処分を行う場合にあっては、当該処

分の用に供する施設の種類、数量、設

置場所、設置年月日及び処理能力並び

に処理方式（当該施設が産業廃棄物の

最終処分場である場合にあっては、埋

立地（第十条の四第一項第四号に規定

する埋立地をいう。）の面積及び埋立

容量。）、構造及び設備の概要 

  ヘ 積替え又は保管を行う場合にあって

は、積替え又は保管の場所に関する次

に掲げる事項 

   (1) 所在地 

   (2) 面積 

   (3) 積替え又は保管を行う産業廃棄

物の種類（当該産業廃棄物に石綿含

有産業廃棄物、水銀使用製品産業廃

棄物又は水銀含有ばいじん等が含



九条の五第二項及び第九条の六第二項

（これらの規定を第十五条の四におい

て読み替えて準用する場合を含む。）に

おいて準用する場合を含む。）、第十四条

第五項第二号及び第十項第二号（これら

の規定を第十四条の二第二項において

準用する場合を含む。）、第十四条の四第

五項第二号及び第十項第二号（これらの

規定を第十四条の五第二項において準

用する場合を含む。）並びに第十五条の

二第一項第四号（第十五条の二の六第二

項において準用する場合を含む。） 申

請者 

 二 第七条の四第一項第一号から第四号ま

で 一般廃棄物収集運搬業者又は一般

廃棄物処分業者 

 三 第九条の二の二第一項第一号 第八条

第一項の許可を受けた者 

 四 第十四条の三の二第一項第一号から第

四号まで（第十四条の六において準用す

る場合を含む。） 第十四条第十二項に

規定する産業廃棄物収集運搬業者又は

産業廃棄物処分業者（第十四条の六にお

いて準用する場合にあっては、第十四条

の四第十二項に規定する特別管理産業

廃棄物収集運搬業者又は特別管理産業

廃棄物処分業者） 

 五 第十五条の三第一項第一号 第十五条

の二第五項に規定する産業廃棄物処理

施設の設置者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まれる場合は、その旨を含む。） 

   (4) 積替え又は処分等のための保管

上限 

   (5) 第一条の六の規定の例による高

さのうち最高のもの 

  ト 当該申請に係る産業廃棄物を生ずる

事業場の名称及び所在地 

  チ 法第十四条第一項若しくは第六項又

は第十四条の四第一項若しくは第六

項の許可を受けている場合にあって

は、これらの許可に係る許可番号（こ

れらの許可申請をしている場合にあ

っては、申請年月日） 

  リ 次に掲げる産業廃棄物等の一年間の

数量又は熱量 

   (1) 当該申請に係る収集、運搬又は処

分を行う産業廃棄物の種類ごとの

数量 

   (2) 当該申請に係る処分に伴い生ず

る廃棄物（再生品を除く。）の種類

ごとの数量 

   (3) 再生を行う場合にあっては再生

品の種類ごとの数量 

   (4) 熱回収を行う場合にあっては当

該熱回収により得ようとする熱量 

  ヌ 当該申請に係る産業廃棄物の収集、

運搬又は処分を統括して管理する体

制 

  ル 当該申請に係る産業廃棄物の収集、

運搬又は処分以外の産業廃棄物の処

理を行う場合にあっては、当該産業廃

棄物と区分して処理するために必要

な措置の内容 

  ヲ 当該申請に係る産業廃棄物の収集、

運搬又は処分を当該二以上の事業者

以外の者に委託する場合にあっては、

受託者と締結する委託契約の内容及

び当該受託者に交付する管理票に関

する事項 

  ワ 環境大臣が定める事項 

 二 定款又は寄附行為及び登記事項証明書

（第八条の三十八の二第二号ハに規定

する基準に適合したものであることを

示すものを含む。） 

 三 第八条の三十八の二に規定する当該二

以上の事業者のいずれか一の事業者以

外の全ての事業者に係る株主名簿（これ

に準ずるものを含む。） 

 四 第二項第二号に掲げる者が第八条の三

十八の三第五号から第八号までに適合

することを示す次に掲げる書類 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ 当該申請に係る産業廃棄物の収集、

運搬又は処分を行うに足りる技術的

能力を説明する書類 

  ロ 当該申請に係る産業廃棄物の収集、

運搬又は処分の開始に要する資金の

総額及びその資金の調達方法を記載

した書類 

  ハ 直前三年の各事業年度における貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動

計算書、個別注記表並びに法人税の納

付すべき額及び納付済額を証する書

類 

  ニ 法第十四条第五項第二号イからニま

で及びヘ並びに第八条の三十八の三

第八号に該当しない者であることを

誓約する書面 

  ホ 法第十四条第五項第二号ハに規定す

る未成年者である場合には、その法定

代理人の住民票の写し並びに成年被

後見人及び被保佐人に該当しない旨

の登記事項証明書 

  ヘ 役員の住民票の写し並びに成年被後

見人及び被保佐人に該当しない旨の

登記事項証明書 

  ト 令第六条の十に規定する使用人があ

る場合には、その者の住民票の写し並

びに成年被後見人及び被保佐人に該

当しない旨の登記事項証明書 

 五 第二項第四号に規定する業務を執行す

る役員の氏名及び住所並びに第八条の

三十八の二に規定する当該二以上の事

業者のいずれか一の事業者から派遣さ

れていることを示す書類 

 六 当該申請に係る産業廃棄物の処分の用

に供する施設が産業廃棄物処理施設で

ある場合にあっては、当該施設について

許可を受けていることを証する書類 

 七 前号のほか、当該申請に係る産業廃棄

物の収集、運搬又は処分の用に供する施

設の構造を明らかにする平面図、立面

図、断面図、構造図及び設計計算書並び

に当該施設の付近の見取図その他の当

該施設が第八条の三十八の三第九号に

規定する基準に適合したものであるこ

とを示す書類 

 八 申請者が当該申請に係る産業廃棄物の

収集、運搬又は処分の用に供する施設

（積替え又は保管の場所を含む。）の所

有権を有すること（申請者が所有権を有

しない場合には、使用する権原を有する

こと）を証する書類 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 第一項の認定を受けた者は、第二項各号

に掲げる事項の変更をしようとするとき

は、共同して、環境省令で定めるところに

より、都道府県知事の認定を受けなければ

ならない。ただし、その変更が環境省令で

定める軽微な変更であるときは、この限り

でない。 

８ 第三項の規定は、前項の変更の認定につ

いて準用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 九 第八条の三十八の二第二号ハに規定す

る基準に適合したものであることを示

す書類（第二号に掲げるものを除く。） 

 十 その他環境大臣が定める書類 

５ 前項第四号に掲げる書類のうちロ及びニ

に掲げるものの様式は、様式第五号の三に

よるものとする。 

 

（一体的処理の変更の認定の申請） 

第八条の三十八の六 法第十二条の七第七項

の規定による変更の認定を受けようとす

る者は、次に掲げる事項を記載した様式第

五号の四による申請書を当該変更に係る

区域を管轄する都道府県知事に提出しな

ければならない。 

  一 当該二以上の事業者の名称及び住所

並びに代表者の氏名 

  二 認定の年月日及び認定番号 

  三 変更の内容 

  四 変更の理由 

  五 変更後の処理の開始予定年月日 

２ 前項の申請書には、第八条の三十八の九

に規定する認定証及び当該変更に係る第

八条の三十八の五第四項各号に掲げる書

類又は図面を添付しなければならない。 

３ 法第十二条の七第七項の規定による変更

の認定を受けた者は、二以上の都道府県知

事から法第十二条の七第一項の認定を受

け、かつ、第一項の申請書を提出していな

い都道府県知事がある場合には、当該変更

の認定を受けた後遅滞なく、当該都道府県

知事に、次に掲げる事項を通知するものと

する。 

   一 変更の認定を受けた都道府県知事

及びその年月日 

   二 変更の内容 

   三 変更の理由 

   四 変更後の処理の開始予定年月日 

 

（変更の認定を要しない軽微な変更） 

第八条の三十八の七 法第十二条の七第七項

ただし書の環境省令で定める軽微な変更

は、次の各号のいずれにも該当しない変更

とする。 

 一 第八条の三十八の五第一項第一号に掲

げる事項に係る変更（第八条の三十八の

二第一号又は第二号イに該当しないこ

ととなる場合に限る。） 

 二 第八条の三十八の五第二項各号に掲げ

る事項に係る変更（第四号に掲げる事項

に係る変更にあっては第八条の三十八



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 第一項の認定を受けた者は、第七項ただ

し書の環境省令で定める軽微な変更をした

ときは、共同して、環境省令で定めるとこ

ろにより、遅滞なく、その旨を都道府県知

事に届け出なければならない。 

10 都道府県知事は、第一項の認定を受けた

者が同項各号のいずれかに適合しなくなっ

たと認めるとき、又は当該認定を受けた者

が第七項若しくは前項の規定に違反したと

きは、当該認定を取り消すことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の二第一号及び第二号ロに該当しない

こととなる場合に限る。） 

 三 第八条の三十八の五第三項各号に掲げ

る事項に係る変更 

 四 第八条の三十八の五第四項第一号イ、

ハ、ニからヘまで又はヌに掲げる事項に

係る変更（ハに掲げる事項に係る変更に

あっては当該処分に伴い生ずる廃棄物

（再生品を除く。）の種類及び性状、ニ

に掲げる事項に係る変更にあっては当

該収集又は運搬の用に供する施設の種

類、ヘに掲げる事項に係る変更にあって

は(1)から(3)までの変更に限る。） 

 

（変更の届出） 

第八条の三十八の八 法第十二条の七第九項

の規定による変更の届出は、当該変更の日

から十日（次項の規定により登記事項証明

書を添付すべき場合にあっては、三十日）

以内に、次に掲げる事項を記載した様式第

五号の五による届出書を当該変更に係る

区域を管轄する都道府県知事に提出して

行うものとする。 

 一 当該二以上の事業者の名称及び住所並

びに代表者の氏名 

 二 認定の年月日及び認定番号 

 三 変更の内容 

 四 変更の理由 

 五 変更の年月日 

２ 前項の届出書には、当該変更に係る第八

条の三十八の五第四項各号に掲げる書類

又は図面を添付しなければならない。 

３ 法第十二条の七第九項の規定による変更

の届出をした者は、二以上の都道府県知事

から法第十二条の七第一項の認定を受け、

かつ、第一項の届出書を提出していない都

道府県知事がある場合には、当該届出をし

た後遅滞なく、当該都道府県知事に、次に

掲げる事項を通知するものとする。 

 一 届出書を提出した都道府県知事及びそ

の年月日 

 二 変更の内容 

 三 変更の理由 

 四 変更の年月日 

 

（一体的処理の認定証） 

第八条の三十八の九 都道府県知事は、法第

十二条の七第一項の認定又は同条第七項

の変更の認定をしたときは、様式第五号の

六による認定証を交付しなければならな

い。 



 

 

11 前各項に規定するもののほか、第一項の

認定及び第七項の変更の認定に関し必要な

事項は、政令で定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（廃止の届出） 

第六条の七の二 法第十二条の七第一項の認

定を受けた者は、当該認定に係る収集、運

搬、処分若しくは再生の全部又は一部を廃

止したときは、共同して、環境省令で定め

るところにより、その旨を都道府県知事に

届け出なければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（廃止の届出）  

第八条の三十八の十 令第六条の七の二の規

定による廃止の届出は、当該廃止の日から

十日以内に、次に掲げる事項を記載した様

式第五号の五による届出書を当該廃止に

係る区域を管轄する都道府県知事に提出

して行うものとする。 

 一 当該二以上の事業者の名称及び住所並

びに代表者の氏名 

 二 認定の年月日及び認定番号 

 三 廃止した産業廃棄物の収集、運搬又は

処分の範囲 

 四 廃止の理由 

 五 廃止の年月日 

２ 法第十二条の七第一項の認定に係る収

集、運搬又は処分の全部を廃止した場合に

は、前項の届出書に、前条に規定する認定

証を添付しなければならない。 

３ 令第六条の七の二の規定による廃止の届

出をした者は、二以上の都道府県知事から

法第十二条の七第一項の認定を受け、か

つ、第一項の届出書を提出していない都道

府県知事がある場合には、当該届出をした

後遅滞なく、当該都道府県知事に、次に掲

げる事項を通知するものとする。 

 一 届出書を提出した都道府県知事及びそ

の年月日 

 二 廃止した産業廃棄物の収集、運搬又は

処分の範囲 

 三 廃止の理由 

 四 廃止の年月日 

 

（報告） 

第八条の三十八の十一 法第十二条の七第一

項の認定を受けた者は、共同して、毎年六

月三十日までに、その年の三月三十一日以

前の一年間における当該認定に係る産業

廃棄物の収集、運搬又は処分に関し、次に

掲げる事項を記載した様式第五号の七に

よる報告書を当該認定をした都道府県知

事に提出しなければならない。 

 一 当該二以上の事業者の名称及び住所並

びに代表者の氏名 

 二 認定の年月日及び認定番号 

 三 次に掲げる数量又は熱量 

  イ 当該認定に係る収集、運搬又は処分

を行った産業廃棄物の種類ごとの数

量 

  ロ 当該認定に係る処分に伴い生じた廃

棄物（再生品を除く。）の種類ごとの



数量 

  ハ 再生を行った場合にあっては再生品

の種類ごとの数量 

  ニ 熱回収を行った場合にあっては当該

熱回収により得られた熱量 

 四 当該認定に係る産業廃棄物の収集、運

搬又は処分を当該二以上の事業者以外

の者に委託した場合にあっては当該委

託の内容及び委託量 

 


